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〈レポート〉農漁協・森組

のなかで、今後、人口減少や新興国の成長等
による日本の経済力低下がもたらす課題とし
て、食料・エネルギー等輸入購買力の低下を
取りあげ、その解決方策の一つとして日本の
食糧の「自給力」、すなわち国内農業の強化が
必要であるとしている。また、国際的な環境
問題、食糧問題への意識が高まるなかで、そ
れらに貢献する分野として農業に着目し、そ
こに自社の知見を生かせると考える企業も増
えているとみられる。
日経BP社が実施した製造業の技術者を対象

としたアンケート調査によれば、「農業関連事
業が製造業にとって魅力的であると思う」の
回答割合は81.7％と８割を超えており、その
理由（複数回答）として「技術面でのテコ入れ
で発展する余地が大きい」との回答が65.8％、
「ものづくりの知見やノウハウを活かす余地が
大きく事業拡大が見込める」が55.0％にのぼ
っている

（注）
。

2　政策も連携を後押し
安倍政権下の農政においても、日本農業の

競争力強化を図るうえで、産業界・経済界と
の連携により、その先端技術やノウハウを農
業界に導入していくことが重要であるとされ
ている。
例えば、「日本再興戦略」においては、担い

手の米生産コスト削減目標達成に向けて「資
材・流通面での産業界の努力も反映」するこ
ととしている。
また、「農林水産業・地域の活力創造プラン」

においては、「経済界の知識や知見も活用」し
て、生産性の向上や農業イノベーションを推
し進めていくこととされ、経済界との連携の

1　活発化する農業界と経済界との連携
近年、企業による農業参入や、農業者と企

業との連携が活発化している。2013年４月に
経団連が会員企業・団体（約1,600社・団体）を
対象に行った農林漁業等の活性化に向けた取
組みに関するアンケート調査では、150社・団
体から292件（うち農業関連が216件）の具体的な
事例について回答があり、11年の調査（236件、
うち農業関連が173件）から増加している。この
背景には、日本経済や農業を取り巻く環境が
大きく変化するもとで、農業界・経済界双方
の連携へのニーズが拡大しており、両者の重
なり合う領域が大きくなっていることがある
と考えられる。
農業界においては、農業経営体の規模拡大

に伴って、これまでとは質が異なる、既存の
農業界の知見のみでは解決が困難な経営課題
に直面し、農業以外の知見・ノウハウの活用
を望む農業者が増えている。
例えば、稲作では、各所に点在する多数の

圃場について筆ごとの作業管理を効率的に行
うことが課題の一つとなっており、その解決
策として製造業の生産管理のノウハウを取り
入れる動きがみられる。
また、畜産においては、飼養頭数の増加に

伴い、大量の糞尿処理や伝染病防止のための
対策がより重要となっている。これらの解決
にケミカル分野の技術が活用できるのではな
いかとの期待も大きい。
一方、経済界は、国内の人口減少や経済の

グローバル化が進展するもとで、農業に新た
な可能性や商機を見いだしている。例えば、経
済同友会は、政策提言「人口減少社会にどう
対応するか ―2050年までの日本を考える―」
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レゼンがなされた。それらの内容を踏まえて
ニーズとシーズをマッチング、全農（県本部）
等と企業との間で具体的な提携プロジェクト
創出に向けて個別協議を行っている。
「ビール酵母を活用した農業資材による収
量増加・品質向上」といった事業化・新規取
扱に向けて具体的に検討が進められているも
のから、「農業・IT・エネルギーを融合した
スマートアグリコミュニティー」のように、
大きなテーマで今後更に研究を進めていくと
しているものまで内容によって進捗状況はさ
まざまであるが、現在、20テーマで取組みが
進められている（第１表）。
経団連・JAグループでは、今後も継続して

WGの仕組みを活用するとしている。WGのも
とに連携事務局を設置し、現在進行中の案件
の管理とともに新たな提案を随時受け付け、
両者のマッチングを図る。

4　求められる連携の継続と深化
これらの連携は緒に就いたばかりのものも

多く、今後取組みを進めていくなかで新たに
顕在化してくる課題もあろう。中長期的な視
野をもって課題解決を図りながら相互理解を
深めていくことで、よりよい連携関係を構築
していくことが求められる。

（こばり　みわ）

進捗を活力創造プランにもとづくフォローア
ップ項目の一つとしている。
これを受けて、農林水産省は、農業を営む

法人・個人と農業以外の業種の企業等が連携
して行う、コスト低減や収益性向上等を目的
とした先端技術・ノウハウの実証事業を支援
する「農業界と経済界の連携による先端モデ
ル農業確立実証事業」を措置しており、14年
度に16件、15年度では14件のプロジェクトが
採択されている。

3　JAグループと経団連も連携強化を推進
経団連とJAグループも、経済界と農業界の

連携により活力ある農業・地域づくりの実現
を加速することが必要であるという認識を共
有している。連携を拡大・深化させるための
起点となるプラットフォームとして、13年11
月に「経済界と農業界の連携強化ワーキング
グループ」（以下「WG」）を設置した。
14年５月には「活力ある農業・地域づくり

連携強化プラン」が公表されている。同プラ
ンでは、基本姿勢や取組方向を整理したうえ
で、①企業ノウハウの活用による法人の育成
や資材コスト低減、ICT活用等の「生産イノ
ベーション」、②国産農畜産物を活用した加工
品開発や物流効率化等の「物流・加工イノベ
ーション」、③輸出や地産池消、日本型食生活
の拡大等の「国産農畜産物需要拡大」の３つ
の重点戦略分野を定めている。このように、
経団連・JAグループとして両者共通の方針が
打ち出されるのは初めてのことである。
その後のWGの会議においては、農業界か

ら課題等（ニーズ）が提起され、経済界からは
17社による技術・資材等（シーズ）についてプ

（注）日経BP社が14年 7月31日～ 9月 9日にweb上で
実施したアンケート。メールニュース配信サービ
ス「日経ものづくりNEWS」「NEニュース」の読
者にURLを告知。回答数は972。

第1表　提携プロジェクトの概要

件数テーマ分類分科会区分

生産
イノベーション

物流・加工
イノベーション

国産農畜産物
需要拡大

資料 経団連記者発表資料

3
7
3
2
1
1
2
1
20

新資材・栽培技術
農業ICT 
低コスト農業を実現する新しい営農モデル
国産農畜産物の物流・加工価値向上
新たな国内物流拠点・スキーム
国産農畜産物の商品価値向上
輸出物流機能・インフラ
輸出増大に向けた販売促進

計
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